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また、言iJ楠引におい

、子の主任につき、それを

いわゆる「専門家責任lの法理に重ね合わせて検

してきた。

ととろで、そのように検討を加えるべく諸論考

に接するなかで、しばしば、地域福祉権利擁護事

業を成年後見制度と関連させずには措かない論述

に出会うことがあった。例えば、いわゆる地域福

祉権利擁護事業の立ち I二げまでの経緯を次のよう

単にまとめていわく、「介議サーピス

サービス選摂の白出の

従来からの後昆人と

て補助入、任意後見人及び法人後は人などを新設

し、判断能力の低下した人の保諜を強化した。し

かし、まだ要介護者の権利擁護として十分とはい

えないため、都道府県社会福祉協議会を権利擁護

ヤンターにする地域福祉権利擁護事業が、国の補

助事業として何年 10月から実施された。

、知的陣宵者及

得ょう。

大野
'{、akuya

拓哉
Ohno 

とはいえ、我々は、ここから直ちに、成年後見

制度と地域福祉権利擁議事業とはかくの知く相補

う関係、特に後者による前者の補完といった

な凶式を思い描いてよいものなのであろう

は、この辺りに、本橋の関心は桜ざしてい

して、この疑問は、 I吋;苫の法的基礎に

ときに子爵強まりさえする。

といえば、それは、れっきと

よって根拠づけちれたものであり、 1999

11)年12J1仁、まさに、 iつの

関

「後克登記等

る法律J) によって構築されるに至った制

度に他ならなし刊。それに引き持え、地域福祉権

利擁護事業といえば、「とれま-(の地域福祉関係

事;業を再構築し、地域福祉の総合的な推進を凶る

ため、今般、日Ij紙のとおり『地域福祉惟進事業実

施要綱』を定め、平成13年4月 1Hから通用す

ることとしたので通知するJ との書き出しで始

まる、「地域福祉推進事業の実施についてiと
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ものではあ

そこにいう「別紙jで

が示され、ようやく、

そこでの命つの事業として「地域語祉権利擁議事

業Jが掲げられ、そして、その実施に向

域福祉権利擁護事業実施要領jが別孫えされたに

とどまる。

にもかかわらず、およそ地域福祉権利擁護事業

なるものは大いに期待され、成年後見制度との関

係、特に掛完の関係を指摘されさえする有様は後

にもその一端は紹介することになるが、この事業

しては、果たして そこまで大きな期待を寄

せ得るのであろうか。地域福社権利擁護事業が如

うに(別に社会福廷の分野では珍しいこと

でもないようなのだ、が5)) せいぜい f通知jだの

「要綱jだ、のに拠るものであるというところから

A体、どんな帰結がもたらされるかに改めて

関心を持たざるを得ない。以下においては、ま

ず、大摺みに状況を押さえたうえで、もたち

ると考えられる帰結のいくつかに筆を進め、批判

的に検討してみようと思う O 以て、こうした作業

が、地域福祉権利擁護事業のような(制疫なら

事業に対して、過大な期待も寄せず、また反

対に、過小な評植も与えないための一劫と

1である。

2 r権利擁議事業Jへの期待と疑問

権利擁護事業を或年後見制度と関連づける見方

は、例えば、 f社会福祉分野における日常生活支

援事業に関する検討会jによる 1998(平成10)

午11月25日付けの吋士会届祉分野における権利

擁護を目的としたH常生活支媛について(要言及

文)Jなる文書〈以下、「検討会文書J)にお

いて既に、〈あくまでもその時点で構想されてい

た樟利擁護のための日常生活支援について

的な制度と成年後晃制度との関係についてではあ

るが〉およそ次のようにポされていた。すなわ

まず、成年後見制疫における法定級見、

後見制度は、ともに、「財産管理及び身j二監譲に

関する契約等の法律行為を援助の対象とし、家庭

裁判所が法定後見人(捕場人等)、法定後

人(補助監督人等入任意後見監欝人の選任等の

2 

形で関与する仕組みjとみる。その…方で、社会

福祉分野では、利用書ができる限り地域で自立し

していくために必要なものとして、

f簡便に利用できる、比較的軽微な法手孝行為を含

む福祉サーピスの利用援君主やそれに付随

管理等の援助の仕組みが求めら

f信頼の置ける適正な制度運営の確保Jが求めら

れているという。その上で、 fこのよう

を全国あまねく整構することは、社会福祉分野に

おける権利擁護のための裾野の広い日常生活支援

を可能とすることはもとより、新しく導入される

見制度の利用の促進や、

団体が任意後昆入又は法定後見人(補助人等)と

して業務を行う場合の基盤整備にも資するものと

考えるjと展望する。

ここにおいても、成年後見制度との関連、

中、 f財康管理及び身上監識に関する

を援助の対象とする成年後見制度に対す

るところの、より身近で信頼の置ける仕組みとし

ての権利擁議事業という両者の対照的な位置づけ

をはっきりと見て取れようο なお、この「検討会

文書jは、別途、「法律上の位置づけにつL

と題して、「福祉サービスの利用援助等利舟者の

権利擁護を目的とした各種相談援助を行う同告IJ度

については、その公的信頼性を高めるために、

会補祉事業法に明護に{立概づけることにより、制

定化者間りすζの税制じの優遇措置在受けられる

ようにするなど補祉関謀者が取り組みやすくする

とともに、 一定の規制をかけることによりその勝

正な運営を確探する必要があるjとも構想する。

この構想通りに、権利擁護が社会補祉事業法〈後

の社会福祉法)上仁明確に位置づけられ、地域福

祉権利擁護事業にしても端的にそこを拠り所にし

て構築されたならば、事情はまた随分と変わった

1ないということは改めて後に触れることに

なろう O

ところで、少し角変役変えて、関連は関連でも

「相瀧jという観点から成年後見制疫と権利擁護

事業の関採に言及する例もみられる 7)。ここで

その論考による 3点の指摘のうち、〈両制度

の利用者が、その判断能jJの点で重なってくる持

の第 1の指摘もさることながら、)第2、第3の

日しておきたい。すなわち、その第2の
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指摘にいわく、「両事業とも本人の自己決定を尊

重する主旨は共通しているものの、成年後見制度

が原則として本人の申立てまたは同意を要件に財

産管理及び身上監護に関する契約等の法律行為全

般を行う場合があるのに対し、権利擁護事業で代

理する法律行為は、基幹的社協と本人が交わす契

約書に具体的に明記することを要件に、在宅福祉

サービスの利用子続き及び預貯金の払い出しの範

囲に限定されていることであ」り、「また、権利

擁護事業では、基幹的社協が利用者の行う法律行

為に対して同意権(取消権)をもつことはなしリ。

さらに、第3の指摘として、「権利擁護事業の利

用契約の性格は民法上の委任契約であることか

ら、その有効性を確保するため、利用者は契約内

容を理解できる程度の判断能力を有する者に限定

されるJ(傍点:引用者)ともいわれる。

この論述が興味深いのは、両者の相違とはいっ

ても、本稿でここまで紹介してきたところがいず

れかといえば権利擁護事業により積極的・肯定的

な評価を寄せていたのとは明らかに二ュアンスが

異なるところではなかろうか。その辺り、次のよ

うにもいわれる。「権利擁護事業は、本人に一定

の判断能力があることを前提とした『簡便に利用

できる援助の仕組み』であることから、利用者の

範囲、援助の範囲とも限られている」のに対し

て、「成年後見制度は、より幅広い対象に、より

幅広く対応が可能な制度である。そのため、判断

能力や希望する援助の内容が権利擁護事業の範囲

を超える者に対しては、成年後見制度の活用が l

つの有効な対応策だと考えられるJ8) (傍点:引

用者)と。

ともあれ、成年後見制度と権利擁護事業とで

は、いずれかがより優れた制度であると言わんば

かりの評価も含めて、常に互いに引き合いに出さ

れ、比較もされるというのが容易に見て取れるの

ではないだろうか。だが、果たして、両制度は、

各々その成り立ちからしても同様のものであるな

ど同 Aの法的平面に置いて比較され得るようなも

のなのであろうか。以下では、主として地域福祉

権利擁護事業の側に焦点を当てつつも、とのこと

を検討していくことにしたい。

そこで、まず、ことを単純に法律との関わりで

捉えれば、先に引用したように、とりあえず、

3 

12000 (平成12)年5月に成立した社会福祉事業

法等の一部改正法は、法の題名を『社会福祉法』

と改称し、地域福祉権利擁護事業を『福祉サービ

ス利用援助事業』として第二種社会福祉事業に位

置づけた(社福2条3項12号)0 J (傍点:引用

者)ということにはなろう。しかし、実際は、

「本事業の早期実施を求める関係者の声を受けて、

厚生省は都道府県に対する権利擁護事業のための

補助金を新設し、平成11年10月に『地域福祉権

利擁護事業』をスター卜させた」、つまり、 m地
域福祉権利擁護事業』は、この補助金による実施

要綱上の名称である」のに対して、 m福祉サービ
ス利用援助事業』は社会福祉事業法(=当時:ヲ|

用者)の事業名であり、実施主体としては多様な

団体が想定されるJ9)という異なった事情の下に

あった。

それでは、この地域福祉権利擁護事業自体はど

のように成り立っているのかとなるが、それこ

そ、前述のように同の補助事業として 1999(平

成11)年10月から実施されたのであり、さら

に、その根拠へと遡っていくと、同年9月30日

付けの厚生省社会・援護局長による通知「地域福

祉権利擁護事業の実施についてJ(社援第2381

号)に別紙として付けられていた「地域福祉権利

擁護事業実施要綱」に辿りつく。そして、その

後、これは、 2000(平成12)年6月7日の社会

福祉法の公布に伴う同日付けの同名の通知(社援

第1355号)を経て、本稿冒頭に紹介した2001

(平成13)年8月10日付けの厚生労働省社会・援

護局長の通知「地域福祉推進事業の実施につい

てJ(社援発第1391号)へと受け継がれてし、く。

ともあれ、ここに改めて、地域福祉権利擁護事業

が、専ら、厚生(労働)省の「通知人あるいは、

それに付された「実施要綱J(あるいは「実施要

領J)に根拠をもっのみであることに気付かされ

るところとはなる。

3 r権利擁護事業」の法的基礎

このように見てくると、ことは、いわゆる法源

や法形式の問題に帰着するのみならず、ともする

と、その迷路に分け入ってしまいそうでもある。

確かに、その恐れなしとはし得ないが、筆者とし



f権利擁護事業jの法的基鶴

ては、まず、前々楠でわずかに触れるにとどめた

続開をここに呼び戻そうと豆、う O すなわち、そこ

1て、筆者は、社会出祉法につき龍ちに挙げ

得る問脂点、の Aっとして、 rl社会福祉法上の規定

として、福祉サービス利用者の権潤性を明確に定

鼻切ないという摂本的欠陥があるJと

に共鳴し、試て、「大把みにいえば、

f権利擁護Jの基礎ともなるべき社会組祉法自体

が権利を基礎としていないという

べつつ、そこは譲って、仮に、そうでなくと

くとも、『権不IJ擁護jを利用すること舟

るかさJかさえ不明ではあろうjとは述べ
。今、権利擁護事業を利用すること白体が権

利であるか否かという、この疑問に替えを

ざしあたって、そうした事業の成り立

ち吾体が人の権利義務に関係するものであるか

り得るか)百かをみていくことが必要にはな

ろう O

すると、地域福祉権利擁護事業を定める

や「実施要領Jにしても、また、

達する「油知Jにしても、それらは、いずれも講

学1:I行政規員IJJと呼ばれるものであるが、こう

した「行政規兵IJJの必要性については、例えば、

次のようには説明者れる。すなわち、

A体性、階層を確保しつつ合E
運営されることが求められるが、この行政の機能

者担保するためには上級庁が下級庁に対し、事務

に関してその指導監督権限に基づき組織的拘束力

ある意思表示をすることが不可欠であるJIDとい

う。この点に関して、同家行政組織法14条2項

も「各省大臣、各委員会及び各庁の長官は、その

機関の所掌事務について、命令又はなえ達するた

所管の議機関及び職員に対し、司11令又はj岳連

を発することができるJと

応えるものになっている。

ここにいう説令、通達や

していなしリものの、

されるのが通例であるjといわれる

しかして、行政規期とは、「議会の委荘に基づく

した、将来の職務連常

などと定義さ

そこで、問題となるのは、かような

の特質なのだが、それに関して、

4 

は、 して

影響を及ぼさないものである点において、

令と性質を異にするものJ}4)とい

て、いわゆる特期権力関係において

従する者であるとか、前出の国家行政組織法14

条2項や内閣府設置法ア条G項によって各大臣な

どが発するWII令や通達に壊するi諸機関・

いずれも行政の f内部関係J

て扱われ、いわゆる「国民」には含まれないとさ

れる A方で、行政規則は、たとえ、それが

諸機関や職員に行動の基準を示

て行政行為等が行われるが故に国民の権科・義務

と決して無縁ではないとしても、「外部関係にあ

る国民の権利・義務に直接の法的膨響を及ぼすも

といわれる

社会福祉法制条では、

第110粂第 l項各号に縄げる事

業を行うほか、福社サービス利用援助事業を行う

市町村社会福祉協議会その他の者と協力して都道

府県の庶域内においてあまねく福祉サー

援肪事業が実施されるために必要な事業者行うと

ともに、これと併せて、当該事業に従事する者の

資質の向上のための事業技びに帰社サービス利用

援助事業に関する普及及び特発を行うものと

る。Jと定める。では、地域福祉権利擁護事業を

る通知なり要綱なりは、果たして、ど

の委任に基づくものといえるだろうか。 仮にそう

だとしても、あるいは、そうでこそないものの、

法律の留保の原則に関していわゆる侵害留保説の

りから、「国民の権利白山

る行政についてのみ法律の綬権を要するJ1m 

(それ故、国民に「権利Jを認める当誠事業につ

いては法律の授権は不要である〉と解したとして

き行政規則によって

業が国

え難いところではあろう O 従って、また、地域福

祉権利擁護事業を利用することを以て権利で、ある

とはいい得ないものとも考えられる。そこ

も、「要綱はそれ舟体、行政庁と再民との

関係では{吋ら法律的拘束力投存するものではない

口で製織に基づく給付な

う百該事務を執行する
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関が要綱という名の訓令に準拠した結果の反映に

他ならないことになるJ17)などといわれるところ

に通ずるものが存するであろう O

ところで、ここまでは、各都道府県社協又は指

定都市社協が実施主体となって地域福祉権利擁護

事業が実施されるものという前提で考察を行って

きた。しかし、改めて考えた場合、果たして、そ

のこと白体、 -般に信じられているほどに疑問の

余地のないものなのだろうか。

なるほど、社会福祉法81条は、「都道府県社会

福祉協議会は、第 110条第 l項各号に掲げる事業

を行うほか、福祉サービス利用援助事業を行う市

町村社会福祉協議会その他の者と協力して都道府

県の区域内においてあまねく福祉サービス利用援

助事業が実施されるために必要な事業を行うとと

もに、これと併せて、当該事業に従事する者の資

質の向上のための事業並びに福祉サービス利用援

助事業に関する普及及び啓発を行うものとする。」

(傍点:引用者)と定める。ちなみに、 2001 (平

成 13)年8月10日の通知(社援発第1391号)の

別添4 I地域福祉権利擁護事業実施要領J(なお、

以下は、 2003 (平成15)年 5月9日の社会・援

護局長通知(社援発0509006号)による改正を経

たものである。)によれば、 I( 1 )社会福祉法第

81条の規定に基づき都道府県社協が行うことと

されている福祉サービス利用援助事業」、 1(2)指

定都市社協が行う福祉サービス利用援助事業」、

1(3 )社会福祉法第81条の規定に基づき都道府県

社協が行うこととされている(1 )の事業に従事す

る者の資質の向上のための事業」、 1(4)指定都

市社協が行う(2 )の事業に従事する者の資質の向

上のための事業」、 1(5)社会福祉法第81条の規

定に基づき都道府県社協が行うこととされている

( 1 )の事業に関する普及及び啓発」及び 1(6)指

定都市社協が行う(2 )の事業に関する普及及び啓

発」の事業の総称が「地域福祉権利擁護事業」だ

とされる。ここかちすれば、さしあたり、都道府

県社協等は、その区域内で、いわゆる「地域福祉

権利擁護事業」を行うことになりそうではある。

ただし、それは、社会福祉法81条の規定とく

だんの通知との聞にいささかの組踊(この点につ

いては、後述)もなく、なおかつ、都道府県社協

手が前出「通知」等に斗然に件~*されればという

5 

条件の下でのことなのではないだろうか。という

のは、地域福祉権利擁護事業に関する「通知」、

例えば、前出・平成13年 8月10日付けのそれに

しても、直接には各都道府県知事・各指定都市市

長宛なのであり、「ついては、事業の円滑な実施

について特段のご配意をお願いするとともに、管

内社会福祉協議会等に対して周知徹底を閃り、本

事業の円滑な実施についてご協力を賜りたし¥Jと

いうものにすぎない。また、仮に、「通知」の対私

人関係における法的効果をなにがしか認める 18)

にしても、ここでの名宛人は私人たる社協ではな

く、あくまでも都道府県知事等である。(問題は、

この「通知」を受けた都道府県等と「管内社会福

祉協議会等」との聞の関係がいかになっているか

にかかってくるのだが、たとえそれがどうあれ、

少なくともそれは当該「通知」そのものの問題で

はない。)とすれば、当該「通知」を問題とする

限りにおいて、「管内社会福祉協議会等」とりわ

け都道府県社協等にとっては、(社会福祉法81条

による「福祉サービス利用援助事業」等というの

であったら、都道府県社協等は明確に名指しされ

ているが故にその実施に当たらねばならないであ

ろうが、)地域福祉権利擁護事業に関しては、直

接には何も義務づけられていないはずだというこ

とになるのではなかろうか。

さらに、このほか、地域福祉権利擁護事業をめ

ぐる一連の「通知」や「要綱」等を挙げていく

と、この事業の詳細は、まず、 1999(平成 11)

年9月30日付けの厚生省社会・援護局長による

通知「地域福祉権利擁護事業の実施について」

(社援第2381号)に別紙として付けられていた

「地域福祉権利擁護事業実施要綱」に端を発する。

すなわち、この「要綱」が上記「通知」によって

周知されようとした19)ところに源を有する。し

かも、こうした役割を担う「通知」にしても、確

かに、この時点では「地方分権一括法」の施行直

前であったとはいえ、その後の通知、例えば、

2001 (平成13)年8月 10日什けの社会・援護局

長通知「地域福祉推進事業の実施についてJ(社

援第1391号)などに至るや、「追って、本通知

は、地方自治法第245条の4第 l項の規定に基づ

く技術的助言として通知するものである」とし

て、各都道府県・各指定都市民生 t管部(局)長



I権利擁護事業iの法的民礎

宛の厚生労働省社会・援護局地域福祉課長通知

九てJ(社援地

発第21号)に伴われるなど、地方分権一括法の

を受けて、上意下連的にも映るかつての中

央・地方の関係とは大きく転換する過程の中で発

せられることになる。しかも、これら

「各大臣等が地方記治体に対して行う技術的な

百・勧告 20) という意味での行政指導であり

得たと仮定したとしても、また、かの局長通知が

fついては、事業の円滑な実施について特段のご

配怠をお願いするとともに、管内社会福tlL協議会

等に対して周知徹底をi翠り、本事業の門調な実施

についてど協力を賜りたLリといおうとも、「管

内社会福祉協議会等に対して罵知徹底を図」るべ

しこれらを義務づける続は法的には存しないは

るのは既にみたところである。(実際上、

何故に都道府県社協等が地域福祉権利擁護事業を

実施しているのかは、

るものと忠われるが、

よ

るくな

い筆有には、

ぶ》

ない。

4 おわりに

怠て、最後になるが、先に

「検討会文書jは、「法律上の位量づ、けにつL

と題して、「福祉サービスの利用援助等科f打者の

機科擁護役目的とした各種相談援助を行う同制度

その公的信頼性を高めるために、

明確に位置づけることjなどを構

していた。これについて、筆者は、もしも、そ

の構想通りに権利擁護が社会福祉事業法(後の社

上に明確にf立霞づけられ、
科擁護事業にしてもそれを拠り所にして構築され

たならば、 また随分と変わったに違い

と考える日、先に記

社会福祉法制条の「福祉サービス

業」といわゆる「地域福祉権利擁護事業Jとで

は、後者は社会福祉事業法の社会福祉法への改正

を待たずにスタートした国の補助事業ーであり、そ

の後、し

事業とともに「地域福祉撞進事業の実施につい

… 6 

と題した通知 (2001(平成13)年8月10日

社援発第1391号〉で A 本化され、前者の一翼を

相う重要な位罷を占めるに至った形にはなる。し

かし、それかあ

なっているjのであって、厳密にいえば、

よって、「都道府県・指定都市社会福祉協

議会(以下、社協〉が実施する場合のみ、実施要

領(地域福祉権利擁護事業〉が定められてい

ということにはなろう O すなわち、

利擁議事業』は、この補助金による実施要綱上の

名称であるjのに対して、 rw福祉サーピ
(ここ当時:引用者)の

事業名であり、実箆主体としては争犠な司体が鰐

:よじされるJ22) (務点:づIf持者〉にもかかわら

ある。

直接には法律に掲らずに独自

構築された地域福祉権利擁護事業。必ずし

らという訳ではなくとも、それが現実に拡がりを

持ち合わせていないのであれば、そのこと肉体は

やはり惜しむに植しよう。特に、権利擁護の機能

について次のようにいわれればなおさらでは

だろうか。いわし f地域福祉権利擁護事業は福

祉サービス本IJJU援助事業に位農づけられる重要な

るが、この事業は、地域福相1:という

にi浪ったとしても、権者Ij擁議機能のごく -部を
担っているにすぎなしリのであって、福祉サーピ

ス利用援劫という観点からは、ほかにも、

サービスに関する荷積解決事業、サーピス許師事

業、情報公開という諸事業があげられ、福祉分野

も含む基礎的な制度としての成年後見制度、

弁護士など、

業が講築dれ、運営されていくとするなら

局、それは社会福社関係者が伺い得る限りでの

というだけのことに帰荷し、

して、本米の意味での権利擁護たり

かが疑問視されかねないのではないかと懸念せ

るを得なく誌なるであろう O それはまた考えすぎ

うか。
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